
　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　　・リース資産

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　　・ソフトウェア－定額法

　　　　　・権利－償却期間のあるものについては定額法

　　（３）引当金の計上基準

　　　　　・退職給付引当金－職員の退職金に備えるため、兵庫県民間社会福祉事業職員退職共済制度規程により

　　　　　　　　　　　　　　計算した退職給付引当金を計上している。

　　　　　・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、当期に帰属する額を計上している。

（独）福祉医療機構退職手当共済制度、兵庫県民間社会福祉事業職員退職共済制度

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

　（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）

　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　（４）公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　（５）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　 (a)法人本部拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　純本部

　　　　　イ　ホーリスティック社会福祉研究所

　　　　　ウ　但馬総合事務所

　　　 (b)恵生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　恵生園(支部)

　　　　　イ　恵生園(施設入所支援)

　　　　　ウ　恵生園(生活介護)

　　　　　エ　恵生園(短期入所)

　　　　　オ　恵生園(相談支援)

　　　　　カ　あったかプラザ

　　　 (c)真生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　真生園(支部)

　　　　　イ　真生園(施設入所支援)

　　　　　ウ　真生園(生活介護)

　　　　　エ　真生園(短期入所)

　　　　　オ　真生園(日中一時支援)

　　　　　カ　真生園(診療所)

　　　 (d)和生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　和生園(支部)

　　　　　イ　和生園(就労継続Ｂ)

　　　　　ウ　グループホームもみの木

１．重要な会計方針

２．法人で採用する退職給付制度

３．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
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　　　　　エ　グループホームかしの木

　　　　　オ　和生園(就労移行)

　　　 (e)平生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　平生園(支部)

　　　　　イ　平生園(特別養護老人ホーム)

　　　　　ウ　平生園(短期入所)

　　　 (f)さくらの苑拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　さくらの苑(支部)

　　　　　イ　さくらの苑(通所介護)

　　　 (g)高齢者グループホームわらしべ拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　わらしべ(支部)

　　　　　イ　わらしべ(認知症対応型共同生活)

　　　 (h)北但広域療育センター拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　北但広域療育センター(支部)

　　　　　イ　北但すまいる(児童発達支援)

　　　　　ウ　北但ぴあほくたん(相談支援)

　　　　　エ　北但トゥモロー(生活介護)

　　　 (i)エスポワールこじか拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　エスポワールこじか(支部)

　　　　　イ　エスポワールこじか(児童発達支援)

　　　 (j)新さくらの苑建設拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　新さくらの苑建設

　　　 (k)さくらの苑拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　さくらの苑地域密着特養

　　　　　イ　さくらの苑短期入所生活介護

　　　　　ウ　さくらの苑地域密着通所介護

　　　　　エ　さくらの苑支部

　　　 (l)神戸聖生園園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　神戸聖生園(支部)

　　　　　イ　神戸聖生園(生活介護)

　　　　　ウ　神戸聖生園(就労継続Ｂ)

　　　 (m)せいれいやさかだい拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　せいれいやさかだい(生活介護)

　　　　　イ　せいれいやさかだい(就労継続Ｂ)

　　　 (n)グループホームながみねしおや拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　グループホームながみね

　　　　　イ　グループホームしおや

　　　　　ウ　グループホームたいのはた東

　　　 (o)神戸愛生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　神戸愛生園(支部)

　　　　　イ　神戸愛生園(施設入所支援)

　　　　　ウ　神戸愛生園(生活介護)

　　　　　エ　神戸愛生園(短期入所)

　　　　　オ　神戸愛生園(診療所)

　　　 (p)神戸友生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　神戸友生園(支部)

　　　　　イ　神戸友生園(就労継続Ｂ)

　　　 (q)神戸明生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　神戸明生園(支部)

　　　　　イ　神戸明生園(施設入所支援)

　　　　　ウ　神戸明生園(生活介護)

　　　　　エ　神戸明生園(短期入所)

　　　　　オ　神戸明生園(日中一時支援)

　　　　　カ　ケアホームきたすま

　　　 (r)神戸光生園拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　神戸光生園(支部)

　　　　　イ　神戸光生園(就労移行)
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　　　　　ウ　神戸光生園(就労継続Ｂ)

　　　　　エ　神戸光生園(生活介護)

　　　 (s)自立センターひょうご拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　自立センターひょうご(支部)

　　　　　イ　自立センターひょうご(生活介護)

　　　 (t)ひょうごﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（障害支援事業）拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　障がい者ﾃﾞｲｾﾝﾀｰひょうご(生活介護)

　　　　　イ　障がい者ﾃﾞｲｾﾝﾀｰひょうご(就労継続Ｂ)

　　　　　ウ　インクルージョンひょうご(生活介護)

　　　　　エ　アクシスひょうご(短期入所)

　　　　　オ　障がい者ﾃﾞｲｾﾝﾀｰひょうご(支部)

　　　 (u)ひょうご障害者相談支援事業(社会福祉事業）

　　　　　ア　ひょうご障害者地域生活支援センター

　　　　　イ　神戸市発達障害者中部相談窓口

　　　　　ウ　神戸市障害者基幹相談支援センター

　　　 (v)ワークセンターひょうご拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　ワークセンターひょうご(支部)

　　　　　イ　ワークセンターひょうご(就労移行)

　　　　　ウ　神戸障害者就業・生活支援ｾﾝﾀｰ（生活支援）

　　　　　エ　神戸障害者就業・生活支援ｾﾝﾀｰ（雇用安定）

　　　　　オ　神戸市障害者就労推進センター

　　　　　カ　障害者就職拡大推進事業

　　　 (w)ワークセンターわかまつ拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　ワークセンターわかまつ(就労継続Ｂ)

　　　 (x)すま障害者相談支援事業拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　すま障害者地域生活支援センター

　　　 (y)グループホームたもんふくだ拠点(社会福祉事業）

　　　　　ア　グループホームみなみたもん

　　　　　イ　グループホームふくだ

　　　 (z)神戸聖隷総合相談センター(社会福祉事業）

　　　　　ア　神戸聖隷総合相談センター

　　　 (aa)北但広域療育センター拠点(公益事業）

　　　　　ア　北但(風クリニック)

　　　　　イ　ひょうご発達障害者支援センター豊岡ブランチ

　　　 (ab)中部在宅障害者福祉センター拠点(公益事業）

　　　　　ア　中部在宅障害者福祉センター

　　　 (ac)伊川谷土地拠点(収益事業）

　　　　　ア　伊川谷土地

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

120,244,786 109,084,550 19,434,550 209,894,786

1,928,468,650 807,849,225 201,984,428 2,534,333,447

2,048,713,436 916,933,775 221,418,978 2,744,228,233

基本財産の種類

４．基本財産の増減の内容及び金額

（単位：円）

基本財産

土地

建物

定期預金

投資有価証券

合計

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
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　グループホームながみねを社会福祉法人光朔会へ譲渡したことに伴い、基本金28,332,738円を取り崩した。

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

25,081,628 円

400,492,455 円

425,574,083 円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

23,010,000 円

5,130,000 円

28,140,000 円

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

取得価額 減価償却累
計額

当期末残高

209,894,786 209,894,786

5,163,427,850 2,629,094,403 2,534,333,447

123,491,831 123,491,831

211,338,887 119,134,499 92,204,388

148,906,443 95,215,511 53,690,932

44,781,480 32,807,657 11,973,823

80,907,212 62,589,812 18,317,400

502,383,551 385,372,424 117,011,127

1,555,200 1,555,200

10,523,414 10,523,414

54,272,630 26,502,664 27,769,966

6,551,483,284 3,350,716,970 3,200,766,314

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

帳簿価額 時価 評価損益

99,900,000 104,720,000 4,820,000

100,996,493 104,250,000 3,253,507

200,000,000 200,860,000 860,000

100,000,000 103,513,000 3,513,000

100,619,364 100,630,000 10,636

100,799,476 100,312,300 △487,176

30,000,000 30,075,000 75,000

70,000,000 70,000,000

802,315,333 814,360,300 12,044,967

設備資金借入金

６．担保に供している資産

土地

建物

計

建物

1年以内返済予定設備資金借入金

計

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合
は記載不要。）

（単位：円）

基本財産

土地

建物

定期預金

投資有価証券

土地

（単位：円）

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

器具及び備品

建設仮勘定

有形リース資産

権利

ソフトウェア

無形リース資産

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄

利付国債（10年）第329回

利付国債（10年）第334回

エスエムビーシーニツコウシヨウケン

第1回三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ劣後免除特約付

494回　関西電力社債
第43回野村ホールディングス株式会社無担保

43　ソフトバンクグループ

ダイワ　♯6735

合計

９．関連当事者との取引の内容
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該当なし

役員の
兼務等

事業上
の関係

該当なし

該当なし

該当なし

（単位：円）

１１．重要な後発事象

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高関係内容

１０．重要な偶発債務

種類 法人等
の名称

住所 資産総額 事業の内容
又は職業

議決権の所
有割合


